
平成２５年度 重点取組 進捗状況（抜粋）平成２５年度 重点取組 進捗状況（抜粋）
～地域の森林・林業の再生に向けて～

近畿中国森林管理局は、一般会計初年度として、公益重視の管理経営の一層の推
進や森林・林業再生の観点から、各般の取組を進めています。

特に国有林の組織、技術力、資源を活かして、コスト削減や路網整備、木材の安定供
給をはじめ地域の森林・林業の再生に向けた取組を積極的に進めています。

平成２５年１０月１０日
近畿中国森林管理局近畿中国森林管理局

1



１ 森林吸収源対策の推進

地球温暖化対策については、京都議定書の第２約束期間（平成25年～平成32年）に入り、第１約束期間に引き続き、国自ら率先して森林吸収
量の確保に努めて行くこととしています

地球温暖化対策については、京都議定書の第２約束期間（平成25年～平成32年）に入り、第１約束期間に引き続き、国自ら率先して森林吸収量の確

保に努めて行くこととしています。量の確保に努めて行くこととしています。保に努めて行くこととしています。

※平成25年度９月末現在の実行状況

除伐 470haのうち 450ha(96%)除伐 470haのうち 450ha(96%)
間伐 5,550haのうち 3,553ha(64%)
計 6,020haのうち 4,003ha(66%)

（発注ベース）
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問い合わせ先：近畿中国森林管理局 企画官（間伐推進）
担当：森合 TEL 050‐3160‐6767 １
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１１ 林産物の安定供給

平成25年度の木材供給量は、素材（丸太）を中心として11.1万m3を予定しています。
販売については 地域の原木市場 製材工場などを対象とした「安定供給システム」※により行うこととしており 国産材の需要拡大に努めます販売については、地域の原木市場、製材工場などを対象とした「安定供給システム」※により行うこととしており、国産材の需要拡大に努めます。
このほか、インターネット等を活用し、迅速かつ広範囲に公売情報の提供を行います。

また、地域の木材価格や需給動向を的確に把握しつつ、価格の急変時における国有林材の供給調整への対応を念頭に、有識者で構成する「国有
林材供給調整検討委員会」を新たに設置し、第１回の委員会を１０月１７日に開催します。署等においては市況動向の情報を収集して局に報告し、局
は署等間での情報共有を図るとともに、検討委員会へ資料を提出して実態を踏まえた議論となるよう努めます。

地域の原木市場において販売

※ ９月末現在、原木市場に２５千ｍ3（32％）、システム２千m3（6％）を供給し
ています。

【国有林材供給調整検討委員会の概要】

目的：国有林材の供給調整の必要性、供給調整を実施する際の方法等につ
いて検討

委員：学識経験者、都道府県、素材生産業、木材業界、原木市場・製品市場
係者

山土場から安定供給システムによる販売

問い合わせ先：近畿中国森林管理局 資源活用課 担当：細川 藤本 TEL 050‐3160‐6766 ２１

関係者
・第１回検討委員会を１０月１７日に近畿中国森林管理局第１会議室で行いま
す。
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１４ 木質バイオマスの供給

森林管理局では、搬出間伐等により発生した林地残材を平成23年度から搬出し、安定供給システムにより販売しており、平成25年度においても約
１万m3の供給を予定しています。１万m3の供給を予定しています。

なお、近畿中国森林管理局管内の各地域において、木質バイオマス発電所や熱供給システムの検討が進められており、森林管理署から協議会等
へ参画しているところです。今後も各地のニーズの情報収集を図り、国有林からの供給体制について検討を進めます。

また、各署等が発注する事業の実施を通じて林地残材の出材量の調査を行うほか、これまで取り組んできた実績データの分析、低コスト化の検討
などを取りまとめ民有林との連携や普及などに取り組みます。

林地残材 搬出後バッカンを活用した搬出

チップ原木供給量
平成23年度 ４，２２４m3
平成24年度 ５，７１０m3平成 年度 ，
平成25年度（予） １０，３５０m3

※９月末現在9,200m3の協定を締結。
また、最終の需要先をバイオマス発

電施設とした1 000 3の協定を締結

フォワーダを活用した搬出 山土場に集積

問い合わせ先：近畿中国森林管理局 資源活用課 担当：細川 藤本 TEL 050‐3160‐6766 ２６

電施設とした1,000m3の協定を締結。
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